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評 定 書（エ法等）

申込者 ハ ー ドロック工業株式会社 代表取締役社長 若林 克彦 様

大阪府東大阪市川俣1-6-24

件名 ハ ー ドロックナット

平成29年10月13日付けで評定の申し込みのあった上記の件について、 下記のとおり、評定申込

事項に係る 建築基準法令その他の技術的基準に適合しているものと評定します。

なお、 本評定翡の有効期間は、 本評定日より令和6年10月17日までとします。

令和元年10月18日
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1. 評定申込事項

本件は、 地上5階建て以下、軒の高さ20m以下及び延べ面積10, 000面以下の鉄骨造の建築物のボルト

接合に適用するボルトの緩み止め方法に関する評定である。

2. 区分

新規

3. 評定をしたエ法等の内容

別紙1及び別紙2のとおり

4. 評定の内容

(1)方法

本評定は、 鉄鋼系住宅構造評定委員会（工学博士 曽田五月也）において、 申込者から提出

された資料に基づき審査を行ったものである。

(2)内容

提出された構造検討等の結果により、ボルトの緩み止め方法について妥当であることを確認

した。

5. 備考

本評定は、 設計・施工 ・ 品質管理等が適正に行われることを前提に、 提出された資料に基づ

いて行われたものであり、個々の工事等の実施過程及び実施結果の適切性は評定の範囲に含ま

れていない。
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別紙1 （評定をした工法等の内容）

1.構造概要
本評定は、 地上5階建て以下、 軒の高さ20m以下及び延べ面積10, 000耐以下の鉄骨造の建築物のボル

ト接合に適用するボルトの緩み止め機能に関する評定である。
①対象とするボルトは表1に示す六角ボルトとする。
②ボルトの緩み止め機能を有するナット（以下「ハ ー ドロックナット」という。）について表2

に示す。
③ハ ー ドロックナットを用いたボルトの緩み止め機構について図1に示す。 ハ ー ドロックナット

は六角ナットの上部を凸形状に加工した凸ナットと、 六角ナット下部を凹形状に加工した凹ナ
ットの2種類のナットから構成されるダブルナットタイプのセルフロッキングナットである。
凸ナットの凸部には、 ナット 中心軸に対して偏心加工を施している。 凹ナットは中心軸に対し
て真円加工を施している。 凸ナットはボルト締結体において締結機能を担い、 締結された凸ナ
ットの上に凹凸部が嵌合するように凹ナットを締結することにより、 戻り機能が作用する。

④ハ ー ドロックナットを適用できる範囲については、 適用範囲の規模の建築物のボルト接合とす
る。

表1 対 象 ボルト

呼び径xピッチ
強度

規格項目
区分

形状：JIS B 1180: 2014 
「六角ボルト」

M12 XP 1.75 
強度区分：JIS B 1051 : 2014 

六角ボルト M16XP 2.0 10.9※ 

「炭素鋼及び合金鋼製締結用部品の機械的性質
M20XP 2.5 

ー強度区分を規定したボルト， 小ねじ及び植込み
ボルトー並目ねじ及び細目ねじ」

※国土交通大臣の強度指定 を受けたものに限る

表2 ナットの強度区分、 材質、 規格

項目
強度区分

規格 呼び径xピッチ
／材質

・ 形状：JIS B 1181 ・

． 2014
凹 8 「六角ナット」付属書JA

ナット /S45C調質鋼 ・ 強度区分: JIS B 1052-2 :
MI2xP 1.75 

ハ ー ドロック ,,, 2009(1S0898-2 : 1992)
M16xP 2.0 

ナット 「炭素鋼及び合金鋼製締結用
M2Qxp 2.5 

凸 10 部品の機械的性質ー第2部：強
ナット iSCM435調質鋼 度区分を 規定したナット ー並

目ねじ及び細目ねじ」
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2. 構造性能概要

闘
ナット中心部に対して偏芯加工した凸ナット①と

真円加工を施した凹ナット②を組み合わせること

でポルト軸直角方向にクサビの原理によるロック

効果を発生させる。

日 締結された凸ナットの上に凹凸部が嵌合するよう

に凹ナットを締結することで戻り機能が作用する。

図1 ハ ー ドロックナットのゆるみ止め構造

評定に際し、 「繰返し引張試験」及び「軸直角方向繰り返し荷重による戻り回転測定試験」

が行われており、ボルトの緩み止め方法としてダブルナット及びハ ー ドロックナットを用いた

試験体について、 戻り回転角度を用いてナットの戻りを測定している。

その結果、 ハ ー ドロックを用いたボルトの緩み止め方法は、 ダブルナットと同等以上にボル

トが緩まないことが確認されており、 建築基準法施行令第67条第2項第四号に定める戻り止め

方法として妥当であることが確認されている。

（詳細は「ハ ー ドロックナット」設計仕様参照）
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§1 評定申込概要 

 

1.1 評定申込者 

会社名 : ハードロック工業株式会社 

代表者 : 代表取締役会長 若林 克彦 

所在地 : 大阪府東大阪市川俣 1-6-24 

 

1.2 件名 

ハードロックナット 

 

1.3 評定申込事項 

ハードロックナットは戻り止め機能を有するセルフロッキングナットである。このハードロックナット

の戻り止め機能が建築基準法施行令第 67 条第 1 項第四号に該当するものであることを本評定では検証

する。ハードロックナットの戻り止め機能の検証は、検証試験において同法施行令第 67 条第 1 項第三

号に該当するダブルナットの戻り止め機能との比較により行う。 

 

1.4 関係法令 

建築基準法施行令第 67条第 1項第四号 

第 67 条 構造耐力上主要な部分である鋼材の接合は、接合される鋼材が炭素鋼であるときは高力ボル

ト接合、溶接接合若しくはリベット接合(構造耐力上主要な部分である継手又は仕口に係るリベット

接合にあつては、添板リベット接合)又はこれらと同等以上の効力を有するものとして国土交通大臣

の認定を受けた接合方法に、接合されえる鋼材がステンレス鋼であるときは高力ボルト接合若しくは

溶接接合又はこれらと同等以上の効力を有するものとして国土交通大臣の認定を受けた接合方法に、

それぞれよらなければならない。ただし、軒の高さが 9m以下で、かつ、張り間が 13m以下の建築物

(延べ面積が 3000m2を超えるものを除く。)にあつては、ボルトが緩まないように次の各号のいずれか

に該当する措置を講じたボルト接合によることができる。 

一 当該ボルトをコンクリートに埋め込むこと。 

二 当該ボルトに使用するナットの部分を溶接すること。 

三 当該ボルトにナットを二重に使用すること。 

四 前 3号に掲げるもののほか、これらと同等以上の効力を有する戻り止めをすること。 

 

1.5 構造概要 

ハードロックナットは六角ナットの上部を凸形状に加工した凸ナットと、六角ナットの下部を凹形状

に加工した凹ナットの 2種類のナットから構成されるダブルナットタイプのセルフロッキングナット

である。凸ナットの凸部にはナット中心軸に対して偏心加工を施している。それに対して凹ナットの

凹部はナット中心軸に対して真円加工を施している。凸ナットはボルト締結体において締結機能を担

い、締結された凸ナットの上に凹凸部が嵌合するように凹ナットを締結することによりハードロック

ナットの戻り止め機能は作用する。 

ハードロックナットは、これまで鉄道、道路、自動車産業をはじめ様々な工業分野においてセルフロ

ッキングナットとして使用され、その戻り止め機能は高く評価されてきた。これまでの使用実績を踏

まえ、高さ 20m以下、階数は地上 5階建て以下の鉄骨造建築物の引張荷重又はせん断荷重が作用する

接合部にハードロックナットを使用してもその戻り止め機能は有効に作用し安全性の向上に資する

ものと考える。適用範囲については、2.1表 1に示す。 
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§2 設計仕様 

 

2.1 適用範囲 

本件は、建築基準法施行令第 67 条第 1 項第四号に係る評定であり、表 1 に示す範囲の鉄骨造建築物の

接合部等に適用する。 

表 1 適用範囲 

構造種別 鉄骨造 

建築物の高さ 20m以下 

階数 地上 5階建て以下 

延べ面積 10000㎡以下 

構造計算ルート 許容応力度計算(ルート 1-1、1-2) 

許容応力度等計算(ルート 2) 

保有水平耐力計算(ルート 3) 

限界耐力計算 

 

2.2 使用する材料及び規格 

2.2.1 使用材料 

(1) ボルト 

表 2 ボルトの呼び径,強度区分及び規格 

項目 呼び径×ピッチ 強度 

区分 

規格 

六角ボルト 

M12×P 1.75 

M16×P 2.0 

M20×P 2.5 

10.9※ 

形状：JIS B 1180：2014 

「六角ボルト」 

強度区分：JIS B 1051：2014 

「炭素鋼及び合金鋼製締結用部品の機械的性質−強度

区分を規定したボルト，小ねじ及び植込みボルト−並目

ねじ及び細目ねじ」 

  ※国土交通大臣の強度指定を受けたものに限る 

 (2) ナット 

表 3 ナットの強度区分,材質及び規格 

項目 
強度区分 

/材質 
規格 呼び径×ピッチ 

ハードロック 

ナット 

凹 

ナット 

8*１ 

/S45C調質鋼 

・形状：JIS B 1181：2014 

「六角ナット」付属書 JA*2 

・強度区分： JIS B 1052-2：

2009(ISO898-2：1992)*3 

「炭素鋼及び合金鋼製締結用部

品の機械的性質−第 2 部：強度区

分を規定したナット−並目ねじ及

び細目ねじ」 

M12×P 1.75 

M16×P 2.0 

M20×P 2.5 
凸 

ナット 

10 

/SCM435 調質鋼 

  *1．ハードロックナットの凹ナットは、ねじ山部分の高さが低くねじ山数が少ないことから、硬さ

のみを保証する。硬さはロックウェル C スケールを用い、表 4は硬さの基準値を示す。 

  *2．形状は二面幅の基準寸法のみ適用する。 

  *3．凸ナットの強度区分については、3.2の硬さ試験に基準値を示す。 

          表 4 六角ナットの強度区分ごとの硬さ 

 

 

 

 

 

 

 

強度区分 サイズ 
ロックウェル硬さ、

HRC 

8 
M5≦D≦M16 (11)～30 

M16<D≦M39 20～36 

10 
M5≦D≦M16 26～36 

M16<D≦M39 26～36 
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 (3)接合材 

表 5 接合材の表面処理 

項目 表面処理 

接合材 
・黒皮 

・ショットブラスト 

 

2.2.2 規格サイズ 

各部の詳細寸法等については、2.6ハードロックナット詳細寸法を参照。(p6、7、8) 

 

2.3 ボルトの仕様 

2.3.1 ボルトの耐力 

引張力とせん断力を同時に受けるボルトの引張応力度は(6.5)式(6.6)式の fts以下でなければならない。 

(鋼構造設計基準 許容応力度設計法の「第 6章 組合せ応力」の P15 抜粋) 

𝑓𝑡𝑠 = 1.4𝑓𝑡0 − 1.6𝜏        (6.5) 

かつ 

𝑓𝑡𝑠 ≦ 𝑓𝑡0                 (6.6) 

記号 

  𝑓𝑡𝑠：せん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力度 

  𝑓𝑡0：表 5.2に規定するボルトの許容引張応力度 

  τ ：ボルトに作用するせん断応力度で、表 5.2に示す許容せん断応力度を超えることはできない 

 (鋼構造設計基準 許容応力度設計法の「第 5章 許容応力度」の表 5.2を抜粋) 

2.3.2 ボルト孔径 

ボルト孔径は、ボルトの径より 1mm超えて大きくしてはならない。(施行令第 68条第 4項) 
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2.4 戻り止め機構 

2.4.1 戻り止め機構について 

 

図 1 ハードロックナットのゆるみ止め構造 

 

2.4.2 施工時の締め付けトルクの管理等について 

(1)施工時の締付けトルク値 

M12、M16と M20共に凸ナット凹ナット共にインパクトレンチによる。 

ただし、目安として凹凸ナット共に、M12は 50N·m、M16は 100N·m、M20は 200N·mとする。 

(2)施工時の留意すべき点 

①最初に締付けナットである凸ナットを締付け、その後、ロックナットである凹ナットを締付ける。 

凹ナットを先に締結しボルト初期軸力を発生させると、凹ナットはねじ山数が少ないため、ねじ山

が破損または破壊する可能性があるので十分注意する。 

②凹凸ナットをセットして同時にインパクトレンチなどで締付けたり、外したりするとねじ部にかじ

りや焼き付きが発生し、ボルトのねじ山が破損する原因となる。 

締付ける際は凸ナット、凹ナットの順で、一方、外す場合は凹ナット、凸ナットの順で外す。 
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2.5 適用部位例 

建築物の接合部で、引張、せん断又は引張せん断が同時に作用する部位のボルト接合部分に使用するこ

とができる。 

 

 

図 2 参考図(適用例) 
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2.6 ハードロックナット詳細寸法 
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